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1.  22年6月期の業績（平成21年7月1日～平成22年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年6月期 1,213 △57.8 △390 ― △408 ― △437 ―
21年6月期 2,805 △40.1 △154 ― △179 ― △268 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年6月期 △3,992.58 ― △104.3 △39.5 △32.2
21年6月期 △5,337.90 ― △34.7 △12.4 △5.5

（参考） 持分法投資損益 22年6月期  ―百万円 21年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年6月期 487 200 41.2 3,992.58
21年6月期 1,582 638 40.3 12,690.72

（参考） 自己資本   22年6月期  200百万円 21年6月期  638百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年6月期 185 23 △456 154
21年6月期 97 △39 △225 399

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年6月期 

（予想）
― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  23年6月期の業績予想（平成22年7月1日～平成23年6月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）1株当たり当期純利益は、平成22年9月3日開催予定の臨時株主総会の決議にもとづいて同6日に予定しています普通株式の発行による発行済み株
式総数の増加を反映して計算しています。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

747 6.6 9 ― 1 ― △2 ― △13.24

通期 2,130 90.4 99 ― 79 ― 74 ― 663.28
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、39ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年6月期 50,623株 21年6月期 50,623株
② 期末自己株式数 22年6月期  338株 21年6月期  338株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１ 経営成績 
(1) 経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

当期におけるわが国経済は、EUにおけるギリシャ危機による影響や米国金融機関の信用不安によるアメ

リカドル安などの影響により、世界経済の同時減速による外需の減退に加えて国内需要も減退したことに

より、企業業績は継続的に悪化し、設備投資の抑制、雇用情勢の回復の兆しの見えない不安による個人消

費の低迷等、前期に引き続いて景気の悪化が継続しました。 

当社が属する半導体関連業界におきましても、主要な需要先である電機・自動車メーカーの収益悪化や

メモリーを始めとする半導体デバイスの価格低迷や需要急減の影響を受け、一部に回復傾向の兆しがある

とされつつも、設備投資抑制や生産調整が実施される等、極めて厳しい経営環境が続いております。 

このような市場環境の中、当社は装置販売事業、テクニカル事業、ソフトウェア事業（半導体の設計か

ら製造テストに至る工程を効率化するためのソフトウェア販売を主体とした事業）の各プロダクトにおい

て、昨年来より市場ニーズを徹底的に掘り起こすべく丁寧な営業活動を推進するとともに、半導体業界に

比べ不況の影響が相対的に低い業界においても設備投資に適した商材（イマーゴ社の三次元原子プローブ

装置等）の積極的な販売と安定収益に寄与するソフトウェア事業への注力を図ってまいりました。 

しかしながら、国内半導体業界をはじめとする市場環境の変化や事業構造変革等により、当社の主力顧

客の動向に大きな影響を受け、装置販売においては前期比57.8％の減少となりました。 

また、テクニカル事業におきましても装置販売の停滞並びに顧客の経費節減の影響から前期比74.2％の

減少となりました。さらに、平成19年度より稼働を開始し、当社として期待してまいりましたソフトウェ

ア事業は、その主力契約先である米国ロックビジョン社が買収されたことにより、前期比9.0％の減少と

なりました。また、当社では主要事業である装置販売の低迷並びに米国イマーゴ社との国内総代理店契約

の終了に伴う収益悪化を改善すべく、取扱プロダクトの取捨選択及び終了を決定した商品に関わる人員削

減等を速やかに実施し、その処理に伴う事業整理損19,522千円を計上するとともに、管理経費削減のため

の本社移転に伴う減損処理費用を2,421千円及び固定資産除却損1,773千円を計上いたしました。 

一方で、新たな事業の柱となる事業構築を目的に、LED照明市場、太陽電池関連製品市場への参入を目

指し、市場調査等を実施して参りました。その結果、事業実績は今後の目標ではありますが、平成21年12

月15日に日本エーエム株式会社と業務提携を行い、LED照明販売事業の構築を目指す事を決定致しました。

太陽電池関連製品におきましては、当社として十分な収益を期待できるビジネスモデルが見出せていない

ことから、現時点では参入を見送っています。 

この結果、売上高1,213,323千円（前期比56.7％減）、営業損失390,421千円（前期は営業損失154,604

千円）、経常損失408,833千円（前期は経常損失179,844千円）、当期純損失437,424千円（前期は当期純

損失268,188千円）となりました。 

事業部門別業績は次のとおりであります。 

半導体装置事業 

半導体装置事業におきましては、世界的な不況に伴う消費低迷と生産・在庫調整からやや上向き傾向に

あると言われている中、当社事業と直接的に結びつく電機・半導体並びに自動車業界における市況は、楽

観できるものではなく、顧客サイドにおける投資計画の凍結や先送りが昨年来より引き続き継続的な状況

にあります。また、半導体業界に比べ不況の影響が相対的に低い業界においても設備投資に適した商材と

して積極的な販売と安定収益に寄与すると期待の高いソフトウェア事業への注力を図ってまいりましたが、

当社IRにおいて既報しましたとおり、当社の当該事業の主力であった米国Imago Scientific Instruments 

Corporation(以下、イマーゴ社という。)と締結した国内総代理店契約に基づいたイマーゴ社製の三次元

アトムプローブ装置の販売並びに技術サポート業務が、平成22年4月1日付けで米国AMETEK，Inc.に事業買

収されたことに伴い、同社との国内総代理店契約を解消するに至ったため、売上高が減少することとなり

ました。 

また、平成16年より安定的に取引を行って参りました東レエンジニアリング社のウェーハ外観検査装置

は、環境志向の強いハイブリッドカーへの車載半導体の検査にも使用されており、全体的には市況が悪化

する中で売上台数を減少させながらも、当該分野においては堅調に売上実績を積上げておりましたが、国

内半導体業界をはじめとする市場環境の変化並びに同社の事業構造変革等により、当該取扱業務が期中に

おいて縮小し、平成22年６月を持ちまして終了となりました。 

さらに、前事業年度より懸案でありました、量産ラインでの設備投資を見越した製造装置や中古装置、

トプコン社のウェーハ表面検査装置等は、同社の当該事業撤退により、期初の販売計画を大幅に下回り前

期実績を大きく割込んでおります。 

その結果、売上高は760,294千円（前期比57.8％減）となりました。 
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テクニカル（技術サービス）事業 

テクニカル事業におきましては、装置販売の減少に伴う据付・立上げ作業の減少や継続的な市況悪化に

よる加工サービスの減少、さらには修理案件においても取扱いの減少が顕在化してきております。 

その結果、売上高は182,003千円（前期比74.2％減）となりました。 

 

ソフトウェア事業 

ソフトウェア事業におきましては、事業開始から３年目を迎え、引き続き市場及び時代のニーズを的確

に捉えた商品群の提供を心掛け、新規顧客への拡販を進める営業活動を実施いたしましたが、世界的な不

況の折、新規顧客獲得に時間を要し、且つ、同事業の主力契約先である米国ロックビジョン社日本法人が

平成21年８月に米国Mentor Graphics Corp.(本社：米国オレゴン州、以下メンター社という)に買収され

たことにより、当社の販売・保守業務をメンター社へ移管することとなりました。 

その結果、同事業における売上高は271,026千円（前期比9.0％減）となりました。 

 

 

② 次期の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内経済は中国を中心とするアジア地域での外需に依存した回復基調を

概ね維持するとされるものの、欧米等には財政危機に起因した為替変動リスクが存在しており、本格的な

回復は見通せない状況にあります。 

当社におきましては、世界的な金融危機の長期化による信用収縮、半導体市況の悪化が継続しているこ

とによる半導体製造装置市況の低迷の長期化、及び当社の主要な取引先企業がライバル企業へ買収された

ことによる当社個別事情により、業績が低迷しております。 

このような状況を打開し、業績の向上と財務基盤の強化を企図して、半導体装置事業の取捨選別を行っ

て収益性を高めるとともに、LED照明販売事業に本格的に参入し、収益基盤の重層化を図るとともに今後

の成長軌跡の構築を目指してまいります。 

以上のことから、平成23年６月期の業績見通しは、売上高2,130,000千円（前期比75.6%増）、営業利益

99,720千円（当期は営業損失390,421千円）、当期純利益74,720千円（当期は当期純損失437,424千円）を

計画しております。 

 

(2) 財政状態に関する分析 

①資産・負債及び純資産の状況 

（ⅰ）資産の状況 

当事業年度末における流動資産の残高は、376,977千円（前事業年度末比996,548千円減）となりまし

た。その主な要因は、DCG社の代理店終了に伴う資産売却等による未収入金が72,675千円増加したもの

の、売上高の減少並びに売上債権の早期回収を推し進めたことによる売上債権の減少が77,934千円、ま

た、前事業年度末に膨らんでいた装置代金に係る前渡金が165,914千円の減少、在庫商品の販売を進め

たことによるたな卸資産の減少572,015千円及び現金及び預金の減少255,715千円によるものであります。 

また、当事業年度末における固定資産の残高は、110,654千円（前期末比98,546千円減）となりまし

た。その主な要因は、本社移転による差入保証金の減少15,534千円、さらに売却や除却等による有形固

定資産の減少6,368千円及びDCG社からの長期未収入金の流動資産への振替による減少等によるものであ

ります。 

この結果、当事業年度末における総資産は487,631千円（前期末比1,095,094千円減）となりました。 

（ⅱ）負債の状況 

当事業年度末における流動負債の残高は、149,834千円（前期末比593,830千円減）となりました。そ

の主な要因は、短期借入金の返済による減少347,000千円、一年内返済予定の長期借入金の減少45,244

千円、売上減少やそれに伴う資金需要等の減少に起因する買掛金が104,235千円、未払金が6,053千円、

未払消費税等が8,525千円減少したこと等によるものであります。 

また、当事業年度末における固定負債の残高は、137,030千円（前期末比63,878千円減）となりまし

た。その主な要因は、長期借入金が23,878千円、社債が40,000千円減少したこと等によるものでありま

す。 

この結果、当事業年度末における負債合計は286,864千円（前期末比657,708千円減）となりました。 
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（ⅲ）純資産の状況 

当事業年度末における純資産の残高は、200,766千円（前事業年度437,386千円減）となりました。そ

の主な要因は、当期純損失を437,424千円計上したことによるものであります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ244,715

千円減少し、154,658千円となりました。なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は185,184千円（前期比87,522千円の増加）となりました。これは税引

前当期純損失が437,065千円になるとともに仕入債務の減少104,234千円や未払費用の減少16,086千円、

さらにその他負債の減少73,567千円等の資金減少はあったものの、売上債権の減少77,934千円、その他

資産の減少166,860千円及びたな卸資産の減少572,015千円等の資金増加があったことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は23,482千円（前期比62,665千円の増加）となりました。これは有形固

定資産の取得による支出3,785千円や差入保証金の支出3,392千円等がある一方、定期預金の払戻による

収入11,000千円及び差入保証金の返還による収入18,925千円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は456,122千円（前期比230,913千円の増加）となりました。これは短期

借入金の収支に伴う支出347,000千円、長期借入金の返済による支出69,122千円及び社債の償還による

支出40,000千円によるものであります。 

 

 なお、当社のキャッシュ・フロー指標の推移は次のとおりです。 

 平成20年6月期 平成21年6月期 平成22年6月期

自己資本比率（％） 33.1 40.3 41.2

時価ベースの自己資本比率（％） 24.3 19.8 52.8

債務償還年数（年） 10.9 6.6 1.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 2.4 6.7 19.1

（注）1.各指標の算出は、以下の数式を使用しております。 

    自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

   2．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数 

   3．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は、貸借対

照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象としております。

また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

 （3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元の実施を経営の重要課題の一つと認識しております。従って、市場動

向の影響を大きく受け、たびたび損失計上することを余儀なくされる現行の事業モデルから安定的に利

益計上を行うための事業モデルへの変革ならびに事業領域の拡大に注力することを最優先事項と位置づ

けております。今後は経営成績及び財政状況の改善に応じて、配当等による株主への利益還元を検討し

ていく所存であります。 
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（4）事業等のリスク 

 ①中古装置の在庫リスク 

リファブ（中古）装置の販売までの過程におきましては、ニーズの高い売れ筋の中古装置をいち早く

仕入れて、これをリファービッシュ(修理・再生)してタイミング良くリファブ装置として販売すること

が重要ですが、中古装置の購入需要が生まれる時にタイミングよく仕入れができるとは限りません。従

いまして、売れ筋の中古装置は先行的に仕入れ、リファービッシュを施したうえで需要に備えて在庫と

して保有する場合があります。一方、昨今の中古装置市場は需給バランスがくずれ、個々の装置価格も

状況によって乱高下する等、先行的に仕入れた在庫に生じるリスクは拡大傾向にあります。現在は前述

リスク等を踏まえ、先行的な仕入は実施しておりませんが、過去に仕入れた中古装置が一部あり、今後、

半導体製造装置の大幅な技術革新などによる陳腐化や需要の減少に伴い、在庫品の販売価格が当社の予

測と著しく乖離した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

②半導体製造装置メーカーとの販売代理店契約について 

当社は、主として海外の半導体製造装置メーカーとの間で販売代理店契約を締結し、国内デバイスメ

ーカー向けに新品装置を販売しております。しかしながら、当該メーカーの販売政策の変更等に伴って

販売代理店契約の解除や契約内容が変更された場合、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。 

また、継続的に新規の販売代理店契約を獲得することで企業業績の向上を図る観点から、計画どおり

に代理店契約が締結できない場合には、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。 

 

③デバイスメーカーの設備投資動向が業績に及ぼす影響について 

半導体業界では、半導体の生産量や設備投資額の増減が周期的にあらわれる『シリコンサイクル』と

呼ばれる現象があるといわれており、それによって業績が大きく左右される傾向があります。 

当社でも、シリコンサイクルによって業績が左右される可能性がありますが、当社の取扱商品はデバ

イスメーカー等において研究・開発用に使用されるものもあり、その投資動向は量産ライン用装置とは

異なるために、シリコンサイクルが業績に及ぼす影響は緩和される傾向にあるものと認識しております。 

また、今後の代理店権獲得の選定時にはその装置が持つ特性を見極め、投資動向のバランスにも配慮

すると同時に、LED照明販売、太陽光発電事業等半導体以外の新規領域への本格参入を目指すことによ

り、シリコンサイクルの影響を軽減するよう努力しておりますが、これら当社の努力が奏功しない場合

には、当社の半導体装置事業における業績がシリコンサイクルの影響を受ける可能性があります。 

 

④法的規制について 

（ⅰ）古物営業法 

当社が売買する半導体装置の中古品は、「古物営業法」に定められた「古物」に該当するため、同

法による規制を受けております。現在まで当社はこれらの規制をすべて遵守しておりますが、今後の

法改正等に伴い万一当社が規制に抵触することとなり、営業停止や許可の取消し、刑事罰等の処分を

受けることとなった場合には、業績に影響が及ぶ可能性があります。 

（ⅱ）外国為替及び外国貿易法 

半導体装置のうち一定のものの輸出、又は半導体装置に関する一定の技術の提供に関しては、「外

国為替及び外国貿易法」に基づき経済産業大臣の許可が必要とされます。現在まで当社はかかる規制

を遵守しておりますが、今後の法改正等に伴い万一当社が規制に抵触することとなり、刑事罰等の処

分を受ける場合、あるいは規制範囲や手続の変更により当社の事業活動そのものが制約される場合な

どには、当社の業績に影響が生じる可能性があります。 

（ⅲ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

当社の事業活動の結果として発生する廃棄物の中には、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に

規定する「産業廃棄物」が含まれ、同法律の規制を受けることになっており、廃棄物の適正な分別、

保管、収集、運搬、再生、処分等の実施をするとともに、生活環境を清潔にすることにより生活環境

の保全および公衆衛生の向上を図ることが求められております。現在まで当社はこれらの規制をすべ

て遵守しておりますが、今後の法改正等に伴い万一当社が規制に抵触することとなり、刑事罰等の処
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分を受ける場合、あるいは規制範囲や規制方法の変更により事業活動に制限が加えられることで業績

に影響が及ぶ可能性があります。 

 

⑤LED照明販売事業の在庫リスク 

当社は、平成21年12月15日に日本エーエム株式会社と業務提携を締結し、LED照明販売事業における、

常時先進的な商品をワンストップで提供できる販売体制の構築を目指しております。顧客の様々なニー

ズに素早く対応するためにも、今後は相応の在庫商品を保有する必要があります。一方、日進月歩の技

術発展に伴い商品サイクルの急速化や価格競争による在庫商品の陳腐化に伴い、在庫商品の販売価格が

当社の予測と乖離した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥LED照明販売事業における販売代理店契約について 

当社は、国内外の優良なLED照明商材を当該製造メーカーから仕入れて、当社販売代理店に卸売して

おります。しかしながら、LED照明業界全体での販売代理店獲得における競争の激化や地域的な偏りな

どの理由から、販売代理店契約の解除や脱退などに伴い、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

また、継続的に新規代理店契約を獲得することで企業業績向上を図る観点から、計画どおりに代理店契

約が締結できない場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、多数の販売代理店契約の締結により、貸倒リスクが発生する可能性があり、当社の収益に影響

を及ぼす可能性があります 

 

⑦継続企業等の前提に関する重要な事象等 

前事業年度からの世界的な不況に伴って、当社の主要な顧客である半導体デバイスメーカーの投資姿

勢は急激且つ大幅に慎重となり、投資額も縮小傾向が続いております。この事態に対処すべく取扱プロ

ダクツの取捨選択や固定費削減を推し進めるとともに、新規事業であるLED照明販売事業や太陽光発電

事業などの環境関連事業へ進出すべく、市場調査等を行って参りましたが、半導体市況の低迷による当

社の顧客企業の撤退や買収等により、売上高の著しい減少（前期比56.7％減）が顕在化し、前事業年度

に引き続いて当期純損失437,424千円を計上しております。 

当社では、この状況を重く受け止めて平成21年７月より新経営体制に刷新するとともに、営業組織改

革を始めとして徹底した固定費削減プランを策定、実施しました。さらに、半導体事業に大きく依存し

た事業構造からLED照明を主要な商材とした新しい事業領域への進出を目指してビジネスモデルの再構

築を実施しております。 

4.財務諸表「重要な後発事象」の注記に記載しておりますとおり、平成22年８月２日開催の取締役会

において、平成22年９月６日をもって日本エーエム株式会社からLED照明販売事業を譲り受けることを

決議しており、平成22年９月３日に招集する臨時株主総会において、この新規事業への進出のための資

金調達を主眼とした第三者割当による株式、転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権の発行に係る

決議を行う予定であります。また、取締役を新たに３名選任し、LED照明販売事業を本格的に開始する

ための新たな経営体制を構築し、今後は、既存の半導体装置当の事業に新しいLED照明販売事業を加え

ることにより、強固な収益力を確立し、継続的に安定した経営を行ってまいる所存でありますが、外的

要因等によりその努力が結実しなかった場合には、当社業績に予期せぬ影響が及ぶ可能性があります。 

 

⑧その他 

（ⅰ）配当政策について 

当社は、設立以来現在に到るまで、財務体質の強化と積極的な事業展開に備えるため利益配当は実

施しておりません。しかしながら株主の皆様に対する利益還元は最も重要な経営課題の一つと認識し

ております。今後は、当社の事業拡大に努めるために内部留保を充実させることを勘案しながら、各

期の経営成績を考慮に入れて積極的に利益還元について検討してまいる所存であります。 

（ⅱ）潜在株式について 

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて、平成15年６月20日、平成16年３

月30日及び平成16年７月30日開催の各臨時株主総会の特別決議に基づき、いずれも当社取締役並び
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に従業員の業績貢献及び経営への参加意識を高めるため、新株予約権（以下、「ストック・オプシ

ョン」という。）を付与しております。現在付与しているこれらのストック・オプションが行使さ

れた場合、１株当たり株式の価値は希薄化します。また、ストック・オプションの行使によって発

行された当社株式の売却に伴い、短期的な需給バランスの変動が発生し、株価形成に影響を及ぼす

可能性もあります。なお、平成22年８月10日現在の発行済株式総数50,623株に対して、ストック・

オプションによる潜在株式数は80株となっております。 
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２ 企業集団の状況 
[事業の内容] 

当社は、①半導体製造装置メーカーとの代理店契約（平成22年６月末現在海外１件（※））に基づいた新品

装置の販売、②中古半導体製造装置を査定して買い取り、リファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客

の生産ラインに合わせて据付け調整、動作確認、立上げまで実施して通常3ヶ月間の品質保証付きで納入する

リファブ装置の販売、③半導体装置のリファービッシュ（修理・再生）・据付け・保守など技術サービス及び

補修部品の販売、さらには、④デバイスの試作や設計等に係るソフトウェアの販売・保守・アプリケーション

サポートを行う半導体装置部門と、⑤LED照明卸売商社としての代理店契約（平成22年６月現在国内19件）を

展開している専門商社であります。 

（※）Revera Inc.との代理店契約は継続しております。 

なお、Imago Scientific Instruments Inc. 、Logic Vision，Inc. 、Nascentric，Inc. 、ATop Tech，

Imc.、 Javelin Design Automation，Inc. 、株式会社トプコン、東京航空計器株式会社との各代理店契約

は、当事業年度中に終了致しました。 

 

区分 当社の主な取扱商品 

半導体製造装置 
三次元原子プローブ装置（注）1、全自動XPS装置（注）2、異物検査装

置、（注）3、ウェーハ検査装置（注）4、重ね合せ精度測定装置（注）5 

テクニカル（技術サービス） 
リファービッシュ（修理・再生）、据付調整・立上げ・保守などの技術

サービス、補修部品の販売 

ソフトウェア 半導体デバイス設計ソフト 

LED照明販売 LED照明機器全般 

 

（注）1. 三次元原子プローブ装置 : TEM（透過電子顕微鏡）やSIMS（二次イオン質量分析計）を

超える高度分析能力を有する三次元質量分析装置。 

2. 全自動XPS装置 : X線をシリコン基板などの試料表面に照射することによっ

て、そのエネルギーを受けて飛び出してきた電子のエネルギ

ーを全自動測定することにより、表面分析を行う装置。固体

表面の元素の定性・定量分析が容易に行えるうえ、二次元分

布の測定も可能。 

3. 異物検査装置 : シリコン基板の製造工程や半導体プロセス工程で、シリコン

基板表面に付着する微小な汚染異物お個数・分布を測定・検

査する装置。 

4. ウェーハ検査装置 : 製造の各工程におけるプロセス装置異常などにより発生す

る、シリコン基板上の微細な異物や配線の断線・ショートな

どの欠陥を、光学顕微鏡や電子顕微鏡と画像処理ソフトウェ

アを組み合わせて自動的に検出し、欠陥の発生原因を究明す

る装置。製造ラインお歩留まりを維持・改善するために用い

る。 

5. 重ね合せ精度測定装置 : 現像したレジストパターンが、その下層のトランジスタや配

線との位置関係において、水平方向にどれだけずれているか

の距離と方向を測定する装置。露光装置の光学系や露光条件

の最適化に用いられる。 
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３ 経営方針 
（1）会社の経営の基本方針 

当社は、常に新しい視点で経営を捉え、新しいビジネススキームを創造することにより企業としての持

続的な発展を遂げ、社会貢献する企業であり続けることを経営理念としており、品質・納期・コスト改善

に関する具体的な問題解決を求めている顧客ニーズに対応できる、より有効なビジネスモデルを常に追求

していくことを経営方針としております。 

 

（2）目標とする経営指標 

当社は、株主価値の最大化を実現すべく、積極的な事業展開によって高収益体制の構築を図っていく方

針であります。このような観点から、当社は高収益企業であることを客観的に示す指標として、売上高営

業利益率、一人当たり営業利益を重視しており、その向上に努めてまいる所存であります。同時に今後本

格展開を予定しているLED照明販売事業においては、相応の収益を確保することを前提に、急拡大市場に

おける存在感向上を目的として、新たに売上高ならびにその伸長率を重視する事とし、その向上に努めて

まいる所存であります。 

 

（3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、設立以来半導体製造に係る装置販売、技術サービス、デバイス設計関連ソフトウェアを主体と

する半導体関連事業に特化した企業でありましたが、平成21年７月に策定した中期計画においてLED等環

境関連事業への進出及び複合的な事業構造を確立し、安定的な収益計上を図ることなどを発表して以降、

事業ドメインの拡大の一環としてLED照明販売事業への取り組みを行ってまいりました。しかしながら、

当社単独での事業展開は、中期計画策定当初の見込みとは異なり競合他社の急速な増加及び商品需要の多

種多様化などによって大幅に遅延し、当社LED照明販売事業の強化が喫緊の経営課題となっておりました。

そこで、平成21年12月に国内外のLED機器メーカーより商品を仕入れ、直接または販売代理店を通して、

コンビニエンスストア等の小売流通店舗、官公庁施設等へのLED照明機器の販売及び設置を行っている日

本エーエム株式会社と事業提携契約を締結し、LED照明事業に本格的に参入を開始しました。現在LED照明

は環境関連事業の中でも、世界的に急成長が見込まれている一方で、新規参入者も急増しており、早期の

事業強化が当社にとっては必須と考えております。 

当社は、既存事業で培った知見や販売手法の特色をより発展させ、かつ平成22年８月２日に発表しまし

たとおり日本エーエム株式会社からLED事業を譲り受け、当社に於ける財務基盤の健全化及び強化を進め

ることで、信用力の増強及びLED照明販売事業の適切な推進強化を図り、急成長が見込まれる環境関連業

界の中で新たなポジショニングを確立することを経営戦略としております。 

なお、太陽電池関連製品におきましては、現時点で当社として十分な収益を期待できるビジネスモデル

が見出せていないことから、今後、参入の可否も含め、引き続き調査を継続していくことと致します。 

 

（4）会社の対処すべき課題 

今後のわが国経済は、世界的な不況の影響を受け、設備投資、個人消費、雇用情勢ともに引き続き厳し

い状況が続くことが予想されており、当社の主要事業であるLED照明販売事業並びに半導体関連事業がと

もに設備投資関連事業であるという観点から景気の影響は少なくないものと予想され、厳しい事業環境が

更に長期化する懸念は払拭されません。 

このような認識のもと、当社といたしましては、現在世界的に急成長が見込まれているLED照明販売事

業における経営戦略を速やか且つ力強く確立すべく、前述のLED事業のM&A後の全社的な体制強化及び積極

的な販売戦略の展開並びに環境変化に柔軟に対応した経営を目指し、以下の項目を重点課題として着実に

実施してまいります。 

①半導体関連事業における新規代理店権の獲得 

昨年来の不況により、企業の設備投資のニーズが先送り或は見直しされている中で、当社では収益性と

安定性を基準に取扱商品の総見直しを図り、その取捨選択を大胆に遂行してまいりました。今後は、より

一層顧客ニーズに合致した商品の代理店権獲得に邁進する所存であります。 

②新事業領域であるLED照明事業の確立 
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当社は、昨年来より時代の要請は環境関連分野にあり、との経営判断のもと、当社の事業軸を半導体関

連事業と当該LED照明販売事業の安定的な２本軸の確立へと舵を切ってまいりました。 

急成長するLED照明市場の中で、多数出現するであろう競合他社との差別化とスピーディーな展開を推

進するために、当社の強みのひとつとして培ってきた、情報収集ルートの活用や広範な人脈の活用を当該

事業における代理店獲得や販路開拓に活かしてまいります。 

 

（5）関連会社等に関する事項 

 当社は、株式会社アークステーションと提携関係を結んでおります。当社の前事業年度からの半導体関

連事業の選択と集中において、既存の半導体プロダクトの維持や新規プロダクトの獲得などの業務拡大に

おいては、同社の技術サービスは必要不可欠なものとなります。当社は、同社の技術者を活用する提携関

係を強化することを目的として、平成20年８月に同社株式の保有比率を37％としておりますが、今後も緊

密な関係を維持発展させることを両社で認識しております。 

 

（6）関連当事者との関係に関する基本方針 

関連当事者との取引につきましては、取引の必要性、取引条件等について検討を行い、重要性が高いと

判断される取引につきましては、取締役会の承認を経たうえで実行する方針であります。 
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4.【財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 419,373 163,658

受取手形 1,229 －

売掛金 106,585 29,880

商品 473,710 4,376

原材料 111,225 8,875

仕掛品 141 181

貯蔵品 752 381

前渡金 171,712 5,798

前払費用 8,836 6,353

未収入金 80,087 152,762

その他 925 4,708

貸倒引当金 △1,054 －

流動資産合計 1,373,525 376,977

固定資産   

有形固定資産   

建物 19,895 18,139

減価償却累計額 △9,485 △9,705

建物（純額） 10,409 8,434

工具、器具及び備品 42,073 28,339

減価償却累計額 △33,354 △24,013

工具、器具及び備品（純額） 8,719 4,325

有形固定資産合計 19,128 12,760

無形固定資産   

ソフトウエア 6,879 3,208

無形固定資産合計 6,879 3,208

投資その他の資産   

投資有価証券 91 113

関係会社株式 12,761 12,761

出資金 10 0

長期前払費用 5,578 4,937

差入保証金 19,005 3,471

長期預金 50,000 50,000

長期未収入金 95,745 23,400

投資その他の資産合計 183,192 94,685

固定資産合計 209,200 110,654

資産合計 1,582,725 487,631
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年６月30日) 

当事業年度 
(平成22年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 121,047 16,812

短期借入金 347,000 －

1年内返済予定の長期借入金 69,122 23,878

1年内償還予定の社債 40,000 40,000

未払金 19,886 13,833

未払費用 22,883 7,008

未払法人税等 2,752 986

未払消費税等 8,525 －

前受金 97,812 37,647

預り金 3,287 4,463

製品保証引当金 11,348 3,301

その他 － 1,903

流動負債合計 743,664 149,834

固定負債   

社債 160,000 120,000

長期借入金 40,908 17,030

固定負債合計 200,908 137,030

負債合計 944,572 286,864

純資産の部   

株主資本   

資本金 149,055 149,055

資本剰余金   

資本準備金 142,955 142,955

その他資本剰余金 650,555 650,555

資本剰余金合計 793,510 793,510

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △268,188 △705,612

利益剰余金合計 △268,188 △705,612

自己株式 △36,225 △36,225

株主資本合計 638,152 200,728

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － 37

評価・換算差額等合計 － 37

純資産合計 638,152 200,766

負債純資産合計 1,582,725 487,631
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(2)【損益計算書】 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高   

商品売上高 2,100,234 1,031,320

テクニカル売上高 ※7  705,040 ※7  182,003

売上高合計 2,805,274 1,213,323

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 666,228 472,923

当期商品仕入高 1,735,319 574,391

合計 2,401,547 1,047,314

他勘定振替高 ※1  147,668 ※1  39,486

商品期末たな卸高 533,241 4,376

商品評価損 59,530 －

商品売上原価 1,780,168 1,003,451

テクニカル売上原価 ※7  653,918 ※7  268,350

売上原価合計 2,434,086 1,271,801

売上総利益又は売上総損失（△） 371,188 △58,478

販売費及び一般管理費 ※2  525,793 ※2  331,943

営業損失（△） △154,604 △390,421

営業外収益   

受取利息 1,097 336

受取賃貸料 ※7  7,168 ※7  5,504

雑収入 ※7  1,558 ※7  501

営業外収益合計 9,824 6,341

営業外費用   

支払利息 16,931 6,970

社債利息 681 2,269

社債発行費 3,817 －

手形売却損 437 －

債権売却損 4,439 2,686

為替差損 8,109 3,595

支払手数料 － 5,500

株式交付費 131 －

雑損失 515 3,731

営業外費用合計 35,064 24,753

経常損失（△） △179,844 △408,833

特別利益   

貸倒引当金戻入額 8,537 1,054

固定資産売却益 ※3  446 ※3  61

特別利益合計 8,983 1,116
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

特別損失   

投資有価証券評価損 456 8

前期損益修正損 ※4  11,750 －

固定資産売却損 － ※5  906

固定資産除却損 ※6  736 ※6  1,773

減損損失 － ※8  2,421

本社移転費用 － 4,715

事業整理損 34,426 19,522

特別損失合計 47,369 29,347

税引前当期純損失（△） △218,231 △437,065

法人税、住民税及び事業税 1,117 359

法人税等調整額 48,840 －

法人税等合計 49,957 359

当期純損失（△） △268,188 △437,424
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【テクニカル売上原価明細書】 

  
前事業年度 

（自 平成20年７月１日 
  至 平成21年６月30日）

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
  至 平成22年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 
構成比

（％）
金額（千円） 

構成比
（％）

Ⅰ 材料費 ※1 406,938 62.7  217,676 81.1

Ⅱ 労務費  158,156 24.4  35,441 13.2

Ⅲ 経費 ※2 84,071 12.9  15,271 5.7

当期テクニカル費用  649,166 100.0  268,389 100.0

期首仕掛品たな卸高  4,893  141

合計  654,059  268,531

期末仕掛品たな卸高  141  181

当期テクニカル売上原価  653,918  268,350

   
 

(注)※１.関係会社との取引高は次のとおりであります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

材料費（千円） 41,493 21,835

 

(注)※２.主な内訳は次のとおりであります。 

項目 前事業年度 当事業年度 

旅費交通費（千円） 26,557 6,224 

地 代 家 賃（千円） 8,631 2,347 

荷 造 運 賃（千円） 13,734 2,099 

 

（原価計算の方法） 

当社の原価計算は、個別実際原価計算であります。 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 497,430 149,055

当期変動額   

新株の発行 － －

新株の発行（新株予約権の行使） 1,625 －

資本金から剰余金への振替 △350,000 －

当期変動額合計 △348,375 －

当期末残高 149,055 149,055

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 491,330 142,955

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 1,625 －

準備金から剰余金への振替 △350,000 －

当期変動額合計 △348,375 －

当期末残高 142,955 142,955

その他資本剰余金   

前期末残高 － 650,555

当期変動額   

資本金から剰余金への振替 350,000 －

準備金から剰余金への振替 350,000 －

欠損填補 △49,444 －

当期変動額合計 650,555 －

当期末残高 650,555 650,555

資本剰余金合計   

前期末残高 491,330 793,510

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 1,625 －

資本金から剰余金への振替 350,000 －

準備金から剰余金への振替 － －

欠損填補 △49,444 －

当期変動額合計 302,180 －

当期末残高 793,510 793,510
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △49,444 △268,188

当期変動額   

当期純損失（△） △268,188 △437,424

欠損填補 49,444 －

当期変動額合計 △218,743 △437,424

当期末残高 △268,188 △705,612

利益剰余金合計   

前期末残高 △49,444 △268,188

当期変動額   

当期純損失（△） △268,188 △437,424

欠損填補 49,444 －

当期変動額合計 △218,743 △437,424

当期末残高 △268,188 △705,612

自己株式   

前期末残高 △36,225 △36,225

当期末残高 △36,225 △36,225

株主資本合計   

前期末残高 903,091 638,152

当期変動額   

新株の発行 － －

新株の発行（新株予約権の行使） 3,250 －

資本金から剰余金への振替 － －

当期純損失（△） △268,188 △437,424

欠損填補 － －

当期変動額合計 △264,938 △437,424

当期末残高 638,152 200,728

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △126 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 126 37

当期変動額合計 126 37

当期末残高 － 37
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 3,471 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,471 －

当期変動額合計 △3,471 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,344 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,344 37

当期変動額合計 △3,344 37

当期末残高 － 37

純資産合計   

前期末残高 906,435 638,152

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） 3,250 －

当期純損失（△） △268,188 △437,424

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,344 37

当期変動額合計 △268,282 △437,387

当期末残高 638,152 200,766
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純損失（△） △218,231 △437,065

減価償却費 19,130 8,113

減損損失 － 2,421

のれん償却額 9,373 －

長期前払費用償却額 － 56

長期前払費用の増減額（△は増加） △5,578 584

製品保証引当金の増減額（△は減少） 11,348 △8,047

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,537 △1,054

受取利息及び受取配当金 △1,097 △336

為替差損益（△は益） 3,623 △2,739

支払利息 17,613 9,240

固定資産売却損益（△は益） △446 △844

固定資産除却損 736 3,417

投資有価証券評価損益（△は益） 456 8

売上債権の増減額（△は増加） 795,851 77,934

たな卸資産の増減額（△は増加） 137,094 572,015

その他の資産の増減額（△は増加） 33,106 166,860

仕入債務の増減額（△は減少） △440,391 △104,234

未払費用の増減額（△は減少） △57,037 △16,086

その他の負債の増減額（△は減少） △176,895 △73,567

その他 △7,052 －

小計 113,067 196,675

利息及び配当金の受取額 1,120 339

利息の支払額 △14,980 △9,705

法人税等の支払額 △1,544 △2,124

営業活動によるキャッシュ・フロー 97,662 185,184

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △87,700 －

定期預金の払戻による収入 66,249 11,000

有形固定資産の取得による支出 △7,884 △3,785

有形固定資産の売却による収入 2,849 717

無形固定資産の取得による支出 △6,518 －

投資有価証券の売却による収入 － 6

出資金の払込による支出 △0 10

関係会社株式の取得による支出 △12,320 －

差入保証金の差入による支出 △79 △3,392

差入保証金の回収による収入 6,219 18,925

投資活動によるキャッシュ・フロー △39,183 23,482
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △392,000 △347,000

長期借入れによる収入 50,000 －

長期借入金の返済による支出 △82,511 △69,122

社債の発行による収入 196,183 －

社債の償還による支出 － △40,000

株式の発行による収入 3,118 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △225,209 △456,122

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,623 2,739

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △170,354 △244,714

現金及び現金同等物の期首残高 569,727 399,373

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  399,373 ※1  154,658
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（5）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（6）重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

時価のないもの 

― 

 (2)関係会社株式 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

(2)関係会社株式 

同左 

 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 
時価法によっております。 同左 

３．通常の販売目的で保有す

るたな卸資産の評価基準

及び評価方法 

商品(装置)、仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。 

商品(装置)、仕掛品   

同左 

 商品(部品)、原材料 

 総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）によっておりま

す。 

商品(部品)、原材料   

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）による原価法によってお

ります。 

貯蔵品       

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物 8～15年 

機械及び装置 3年 

工具、器具及び備品 3～12年 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物 8～15年 

工具、器具及び備品 3～12年 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

 (2)無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法によっておりま

す。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

 ソフトウェア 

同左 

 (3)長期前払費用 

定額法によっております。 

(3)長期前払費用 

同左 

 (4)リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

   なお、平成20年６月30日以前に契

約をした、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(4)リース資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．繰延資産の処理方法 株式交付費 

支出時に全額費用としております。 

― 

 

 社債発行費 

 支出時に全額費用としております。 

― 

６．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

 同左 

 製品保証引当金 

 将来発生する製品の無償サービス費用

に備えるため、製品ごとの過去の支出実

績率を基礎として算出した無償サービス

費用の見積額を引当金として計上してお

ります。 

製品保証引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については、振当処理の

要件を満たしている場合には振当処理を

採用しており、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たしている場合

には特例処理を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については、振当処理の

要件を満たしている場合には振当処理を

採用しております。 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段） (ヘッジ対象） 

為替予約   外貨建金銭債権債務等 

金利スワップ 借入金の利息 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段） (ヘッジ対象） 

為替予約   外貨建金銭債権債務等 

 (3)ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替予約取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。金利スワップ取

引については、将来の金利の変動によ

るリスクをヘッジしており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、為替予約の締

結時に、リスク管理方針に従って、同

一通貨建による同一金額で同一期日の

為替予約をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されているので決

算日における有効性の評価を省略して

おります。 

また、金利スワップについては、金

利スワップの特例処理の要件を満たし

ているので決算日における有効性の評

価を省略しております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、為替予約の締

結時に、リスク管理方針に従って、同

一通貨建による同一金額で同一期日の

為替予約をそれぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されているので決

算日における有効性の評価を省略して

おります。 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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  （7）重要な会計方針の変更 

会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号 平成18年７月５日付）を適用し、

たな卸資産の評価基準については、原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

この変更に伴い、営業損失、経常損失及び税引前当期

純損失がそれぞれ15百万円増加しております。 

―― 

（リース取引に関する会計基準の適用） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

なお、平成20年６月30日以前に契約を行った所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理方法によっ

ております。 

この変更に伴う損益への影響はありません。 

―― 

 

 

（8）表示方法の変更 

 前事業年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日）及び当事業年度（自平成21年７月１日 至平成22年６

月30日） 

該当事項はありません。 
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（9）財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成21年６月30日） 

当事業年度 
（平成22年６月30日） 

１．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締結しております。 

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額    750,000千円 

貸出実行残高        272,000千円 

差引額           478,000千円
 

１．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行１行と当座貸越契約を締結しております。 

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額    400,000千円 

貸出実行残高           0千円 

差引額           400,000千円
 

※２．関係会社に対する資産 

   売掛金             143千円 

   未収入金             30千円 

   立替金（流動資産「その他」） 23千円 

※２．関係会社に対する資産 

― 

※３．関係会社に対する負債 

   買掛金          6,627千円 

   預り金            125千円 

※３．関係会社に対する負債 

   買掛金 3,098千円 

 

 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

※１．他勘定振替高は、販売代理店契約の終了に伴い販

売用のたな卸資産を譲渡したことによる、未収入

金及び長期未収入金への振替高であります。 

※１．他勘定振替高の主たるものは、過年度仕入に係る

装置品につき返品したことによる、未収入金への

振替高であります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は73％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は27％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運賃                      23,216千円 

旅費交通費                     41,052千円 

役員報酬            41,541千円 

給与手当                 180,377千円 

賞与              18,610千円 

法定福利費                     27,754千円 

地代家賃                       19,751千円 

支払手数料           39,840千円 

顧問料             37,758千円 

減価償却費                      5,064千円 

    のれん償却費           9,373千円 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は57％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は42％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運賃 14,338千円 

旅費交通費 19,386千円 

役員報酬 27,819千円 

給与手当 119,785千円 

賞与 160千円 

法定福利費 16,938千円 

地代家賃 8,957千円 

支払手数料 29,300千円 

顧問料 31,899千円 

減価償却費 4,377千円 

     

※３．固定資産売却益は、工具、器具及び備品の売却に

伴うものであります。         

※３．固定資産売却益は、工具、器具及び備品の売却に

伴うものであります。         

※４．前期損益修正損は、前期の製品保証引当金繰入額

の計上に伴う損失であります。 

 

― 

株式会社ノア（3383）　平成22年６月期決算短信（非連結）

－　27　－



 前事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

― ※５．固定資産売却損は、工具器具及び備品の売却に伴

うものであります。 

※６．固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。 

    建物               379千円 

    工具、器具及び備品        196千円 

    ソフトウェア           159千円 

※６．固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。 

    工具、器具及び備品         81千円 

    ソフトウェア          1,643千円 

※７．関係会社に対する取引は、次のとおりでありま

す。 

    売上高             7,693千円 

    テクニカル売上原価       41,493千円 

    受取賃貸料           1,434千円 

    雑収入               12千円 

※７．関係会社に対する取引は、次のとおりでありま

す。 

    売上高 4,010千円 

    テクニカル売上原価 21,835千円 

    受取賃貸料 239千円 

    雑収入              0千円 

― ※８．減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

場所 用途 種類 

本社 

（神奈川県横浜市） 
本社設備 建物附属設備 

（１） 資産のグルーピングの方法 

当社は、原則として、事業用資産については事

業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを

行っております。また、本社設備については、独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことか

ら共用資産としております。 

（２） 減損損失の認識に至った経緯 

共用資産である本社の移転を決議したことに伴

い、移転後に必要となる設備を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。 

（３） 回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、正味売却可能価額により測定

しております。 

（４） 減損損失の金額 

減損処理額2,421千円を減損損失として特別損失

に計上しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度 （自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式  

普通株式 (注) 50,103株 520株 ― 株 50,623株

自己株式    

普通株式  338株 ― 株 ― 株 338株

（注）普通株式の当期増加株式数520株は、ストック・オプションの権利行使によるものであります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

当事業年度 （自平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式  

普通株式 (注) 50,623株 ― 株  ― 株 50,623株

自己株式    

普通株式  338株 ― 株 ― 株 338株

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成21年6月30日現在）

※１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成22年6月30日現在）

現金及び預金勘定                    419,373（千円）

預入期間が3ヶ月を超える定期預金      20,000 
 

現金及び現金同等物                  399,373 
  

現金及び預金勘定                163,658（千円）

預入期間が3ヶ月を超える定期預金       9,000 
 

現金及び現金同等物                  154,658 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日） 

リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高

相当額 

（千円）

工具器具及

び備品 
10,816 5,563 5,253 

合計 10,816 5,563 5,253 
 

リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高

相当額 

（千円）

工具器具及

び備品 
9,380 7,130 2,249 

合計 9,380 7,130 2,249 
 

２．未経過リース料期末残高相当額 

1年内 2,782千円 

1年超 5,227千円 

合計 8,009千円 
 

２．未経過リース料期末残高相当額 

1年内 2,303千円 

1年超 2,742千円 

合計 5,046千円 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料       4,359千円 

減価償却費相当額     6,670千円 

支払利息相当額       444千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 2,931千円 

減価償却費相当額 2,806千円 

支払利息相当額 273千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金          68,848千円 税務上の繰越欠損金 245,942千円 

 商品評価損損金不算入額        75,793千円  商品評価損損金不算入額 71千円 

 貸倒引当金損金算入超過額         429千円  製品保証引当金損金不算入額 1,305千円 

製品保証引当金損金不算入額      4,618千円 その他 125千円 

 投資有価証券評価損損金不算入額    1,431千円  評価性引当金額 △247,444千円 

 その他                 466千円 繰延税金資産計       ― 千円 

 評価性引当金額                    △151,588千円   

繰延税金資産計                   ― 千円  

繰延税金負債 

― 

繰延税金負債 

― 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    課税所得が発生していないため、記載を省略して

おります。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 

 

 

（金融商品関係） 

 当事業年度 （自平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年3月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日）を適用しておりま

す。 

 

注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しておりま

す。 
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（有価証券関係） 

前事業年度 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成21年６月30日） 

（単位：千円） 

区分 取得原価 
貸借対照表日にお
ける貸借対照表計

上額 
差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 
 株式 

― ― ―

小計 ― ― ―

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
 株式 

91 91 ―

小計 91 91 ―

合計 91 91 ―

 

２．その他有価証券で時価のないもの（平成21年６月30日） 

区分 貸借対照表計上額 (千円) 

(1)その他有価証券 ―

(2)子会社及び関連会社株式 12,761

計 12,761

 

 

当事業年度 

１．その他有価証券（平成22年６月30日） 

（単位：千円） 

区分 
貸借対照表日にお
ける貸借対照表計

上額 
取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 
 株式 111

 

73 37

小計 111 73 37

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
 株式 2

 

2 ―

小計 113 75 37
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（デリバティブ取引関係）  

前事業年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

１．取引の状況に関する事項 

（１）取引の内容及び利用目的等 

当社は、通常の営業過程における輸出入取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するため、先物為替予約

取引を、また、変動金利の借入金の調達資金を固定金利の借入金の調達資金に換えるため、金利スワップ取引

をそれぞれ行っております。 

（２）取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引については、主としてドル建ての売上契約をヘッジするためのものであ

るため、外貨建売掛金及び成約高の範囲内で行うこととし、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。 

金利関連のデリバティブ取引については、現在、変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を

利用しているのみであり、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。 

（３）取引に係るリスクの内容 

通貨関連における先物為替予約取引には、為替相場の変動によるリスクを有しております。 

金利関連における金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを有しております。 

通貨関連及び金利関連とも当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるた

め、相手先の不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しています。 

（４）取引に係るリスクの管理体制 

通貨関連、金利関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、社内管理規程に従い、経理部に集中しておりま

す。 

また、多額の借入金等は、取締役会の専決事項でありますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は、

同時に取締役会で決定されることとなります。 

        
 

２.取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成20年６月30日現在） 

当社は為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、取引の時価

等に関する事項は開示の対象から除いております。 

 

当事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

（単位：千円） 

区分 種類 契約額等 
契約額等のう

ち1年超 
時価 評価損益 

市場取引以外の取引 

為替予約取引 

 売建 

  米ドル 80,104 －

 

 

△1,903 △1,903

 

２.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

該当事項はありません。 
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（退職給付関係） 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定拠出型退職給付制度として、確定拠出

年金制度を採用しております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定拠出型退職給付制度として、確定拠出

年金制度を採用しております。 

２．退職給付費用に関する事項 

確定拠出型退職給付制度に係る費用  7,103千円 

２．退職給付費用に関する事項 

確定拠出型退職給付制度に係る費用  4,026千円 

 

 

 

 

 

 

(ストック・オプション等関係) 

前事業年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
(１) ストック・オプションの内容 

 第２回 
ストック・オプション 

第３回 
ストック・オプション 

第４回 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役２名 
従業員９名 

従業員３名 従業員７名 

ストック・オプションの数 普通株式 2,448株 普通株式 88株 普通株式 88株 

付与日 平成15年６月30日 平成16年３月30日 平成16年９月21日 

権利確定条件 

付与日（平成15年６月30
日）以降、権利確定日
（平成17年６月21日）ま
で継続して勤務してい
る。 

付与日（平成16年３月30
日）以降、権利確定日
（平成18年３月31日）ま
で継続して勤務してい
る。 

付与日（平成16年９月21
日）以降、権利確定日
（平成18年７月31日）ま
で継続して勤務してい
る。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 

自 平成17年６月21日 
至 平成22年６月20日 

ただし、権利確定後退職
した場合は行使できな
い。 

自 平成18年３月31日 
至 平成23年３月30日 

ただし、権利確定後退職
した場合は行使できな
い。 

自 平成18年７月31日 
至 平成23年７月30日 

ただし、権利確定後退職
した場合は行使できな
い。 
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(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況 
当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。 
① ストック・オプションの数 

 第２回 
ストック・オプション 

第３回 
ストック・オプション 

第４回 
ストック・オプション 

権利確定前（株）    

期首 ― ― ―

付与 ― ― ―

失効 ― ― ―

権利確定 ― ― ―

未確定残 ― ― ―

権利確定後（株） 

期首 2,448 88 88

権利確定 ― ― ―

権利行使 520 ― ―

失効 1,392 ― 16

未行使残 536 88 72

 

② 単価情報 

 
第２回 

ストック・オプション 
第３回 

ストック・オプション 
第４回 

ストック・オプション 

権利行使価格(円) 6,250 25,000 38,750

行使時平均株価(円) 12,600 ― ―

公正な評価単価 
 (付与日)(円) 

― ― ―

 

 

当事業年度（自平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

 ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
(１) ストック・オプションの内容 

 
第３回 

ストック・オプション 
第４回 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 従業員３名 従業員７名 

ストック・オプションの数 普通株式 88株 普通株式 72株 

付与日 平成16年３月30日 平成16年９月21日 

権利確定条件 

付与日（平成16年３月30
日）以降、権利確定日（平
成18年３月31日）まで継続
して勤務している。 

付与日（平成16年９月21
日）以降、権利確定日（平
成18年７月31日）まで継続
して勤務している。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 

自 平成18年３月31日 
至 平成23年３月30日 

ただし、権利確定後退職し
た場合は行使できない。 

自 平成18年７月31日 
至 平成23年７月30日 

ただし、権利確定後退職し
た場合は行使できない。 
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(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式
数に換算して記載しております。 
① ストック・オプションの数 

 第３回 
ストック・オプション

第４回 
ストック・オプション

権利確定前（株）   

期首 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

未確定残 ― ―

権利確定後（株） 

期首 88 72

権利確定 ―    ―

権利行使 ― ―

失効 40 8

未行使残 48 64

 

② 単価情報 

 第３回 
ストック・オプション

第４回 
ストック・オプション

権利行使価格(円) 25,000 38,750

行使時平均株価(円) ― ―

公正な評価単価 (付与日)(円) ― ―
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 (企業結合等関係) 

前事業年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

（事業分離） 

１．分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事

業分離の概要 

 （１）分離先企業の名称及び分離した事業の内容 

    DCGシステムズ株式会社   FIB装置によるデバイス回路修正受託サービス事業 

（収束イオンビームを用いて半導体デバイスの回路不良を修正する事業） 

 

（２）事業分離を行った主な理由 

    当社は、米国DCG社の検査・解析装置の販売並びに技術サービスに係る日本国内での独占販売代理店

権を保有しておりましたが、平成21年１月１日より、当該会社が日本法人立上げのうえ直販体制へ移行

することとなりました。従いまして、本事業を継続する相乗効果が認められず規模拡大も困難であるこ

とから、事業譲渡を決定したものであります。 

 

（３）事業分離日 

    平成21年１月１日 

  

（４）法的形式を含む事業分離の概要 

    当社を分離元企業とし、DCGシステムズ株式会社を分離先企業とする事業の譲渡を実施しました。 

 

２．実施した会計処理の概要 

（１）移転損益を認識しておりません。 

 

（２）受取対価の種類  現金 

 

（３）事業分離日に譲渡した資産及び負債の帳簿価額並びにその内訳 

    ① 資産の額 

         機械及び装置   2,891千円 

のれん      54,681千円 

       合計       57,573千円 

② 負債の額 

       該当事項はありません。 

 

３．当事業年度に係る損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

売上高 18,450千円  

 
 
当事業年度（自平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

   利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

 

当事業年度（自平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

   利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 
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（関連当事者との取引）  

前事業年度（自平成20年７月１日 至平成21年６月30日） 

（追加情報） 

 当事業年度から平成18年10月17日公表の「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業

会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準第

13号)を適用しております。 

この結果、従来の開示対象範囲に加えて株式会社アークステーションが開示対象に追加されております。 

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の 

名称又は氏名 
所在地 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
所有 

（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係
取引の 
内容 

取引 
金額 

科目
期末
残高

関連会社 
株式会社 

アークステー
ション 

東京都 
港区

100,000 

装置、機器関連
フィールドエン
ジニアの派遣・
受託業務 

(所有) 
直接37.0 

技術サービスに係る
部品販売や業務受
託・委託 
役員の兼任 

(注)1 (注)1 (注)2 (注)2

（注）1. 取引の内容及び取引金額の内訳は次のとおりです。 
     ① 部品販売・業務受託の売上   7,693千円 

② 技術サービス事業の委託仕入 41,493千円 
③ 倉庫賃貸等          1,446千円 

2. 科目及び期末残高の内訳は次のとおりです。 
    売掛金   143千円 
    未収入金   30千円 
    立替金       23千円 
    買掛金  6,627千円 
    預り金      125千円 
3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
4. 関係会社との取引条件は一般の取引慣行に基づき決定しております。 

 

 

当事業年度（自平成21年７月１日 至平成22年６月30日） 

財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の 

名称又は氏名 
所在地 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
所有 

（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係
取引の 
内容 

取引 
金額 

科目
期末
残高

関連会社 
株式会社 

アークステー
ション 

東京都 
港区

100,000 

装置、機器関連
フィールドエン
ジニアの派遣・
受託業務 

(所有) 
直接37.0 

技術サービスに係る
部品販売や業務受
託・委託 
役員の兼任 

(注)1 (注)1 (注)2 (注)2

（注）1. 取引の内容及び取引金額の内訳は次のとおりです。 
     ① 部品販売・業務受託の売上 4,010千円 

② 技術サービス事業の委託仕入 21,835千円 
③ 倉庫賃貸等 239千円 

2. 科目及び期末残高の内訳は次のとおりです。 
    買掛金 3,098千円 
3．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
4. 関係会社との取引条件は一般の取引慣行に基づき決定しております。 
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日） 

 
１株当たり純資産額 12,690.72円 

１株当たり当期純損失金額(△) △5,337.90円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。 
  

 
１株当たり純資産額 3,992.58円 

１株当たり当期純損失金額(△) △8,698.90円 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在するものの１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。 
  

 

(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
前事業年度 

(自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
至 平成22年６月30日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 638,152 200,766

普通株式に係る純資産額（千円） 638,152 200,766

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当

たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る事業年度末の純資産額との差額の主

な内訳（千円） 

― ―

普通株式の発行済株式数（株） 50,623 50,623

普通株式の自己株式数（株） 338 338

１株当たり純資産の算定に用いられた普通

株式の数（株） 
50,285 50,285

 

２．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 
前事業年度 

(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年６月30日) 

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失 
（△）（千円） 

△268,188 △437,424

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失
（△）（千円） 

△268,188 △437,424

普通株式の期中平均株式数（株） 50,242 50,285

当期純利益調整額（千円） ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主要な内

訳（株） 

― ―

普通株式増加数（株） ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま

れなかった潜在株式の概要 

新株予約権３種類 

 （新株予約権の数   696個) 

第２回新株予約権   536個 
第３回新株予約権    88個 
第４回新株予約権    72個 

新株予約権２種類 

 （新株予約権の数   112個) 

第３回新株予約権    48個 

第４回新株予約権    64個 
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（重要な後発事象） 

 前事業年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

  該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成21年７月１日 至 平成22年６月30日） 

１. 当社は、平成22年８月２日開催の取締役会において、以下のとおり、平成22年９月６日をもって、日本エー

エム株式会社の一部事業である、LED事業を譲り受けることについて決議いたしました。 

なお、本事業譲受けに係る資金は、同日別途決議いたしました平成22年９月３日開催予定の当社臨時株主総

会において承認が得られることを条件として実施する第三者割当による新株式発行等により調達することと

しており、当該第三者割当の払込履行を前提として本事業譲受けを実施するものです。 

 

（１）事業譲受けの概要 

①譲受け部門の内容 

LED照明及びその部品等の販売、据付並びにメンテナンス業務及び関連する事業 

 

  ②譲受け部門の経営成績 

 平成22年3月期 

売 上 高 647百万円

売 上 総 利 益 193百万円

営 業 利 益 98百万円

 

  ③譲受け資産、負債の項目及び金額 

 資  産 負  債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

棚卸資産 70百万円 棚卸資産 70百万円

合計 70百万円 合計 70百万円

※上記譲受資産は平成22年４月30日現在のものであり、譲受期日の状況によっては変動する可能性がありま

す。 

※主要な仕入契約、販売特約店契約（94店舗）を継承するほか、当該事業に従事する従業員の一部が転籍

（再雇用）する予定であります。 

 

  ④譲受け価額及び決済方法 

   譲受け価額：370百万円 

（内訳：のれん300百万円、LED在庫他70百万円、なお、譲受日譲受資産の状況によっては変動す

る可能性があります。） 

決済方法 ：現金決済 

 

（２）譲受けの日程 

   平成22年８月２日 取締役会決議・事業譲受契約締結 

（平成22年９月３日 第三者割当承認臨時株主総会日） 

（平成22年９月６日 第三者割当払込期日） 

平成22年９月６日 事業譲受日 

 

（３）相手先の概要 

   ①商号  日本エーエム株式会社 

   ②主な事業内容 LED照明機器、配線器具、配電・制御機器および、これらの関連商品ならびに応用装置の

販売。 
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   ③設立年月日 1986年５月７日 

   ④所在地 東京都中央区東日本橋二丁目24番12号 

   ⑤代表者 代表取締役 守田 俊彦 

   ⑥資本金 2億3,000万円 

   ⑦従業員 52名 

   ⑧大株主構成及び資本比率 

     三新株式会社      22.0％  

有限会社GSキャピタル   20.6％ 

有限会社ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｽﾀｰ   20.6％ 

守田俊彦        17.6％ 

溝邉乃利雄       12.2％ 

萩原康三         7.0％ 

 

２. 当社は、平成22年８月２日開催の取締役会において、平成22年９月３日に臨時株主総会を開催し、第三者割

当による新株式（普通株式）の発行、第三者割当による転換社債型新株予約権付社債の発行及び第三者割当

による新株予約権発行について付議することを決議いたしました。 

（１）募集の概要 

 ①新株式発行 

発行新株式数 68,037 株 

発行価額 1 株につき金 4,850 円 

発行価額の総額 金 329,979,450 円 

資本組入額 金 164,989,725 円 

募集の方法 第三者割当による 

申込期間 平成 22 年９月６日（月） 

払込期日 平成 22 年９月６日（月） 

1 株式会社スミダパッケージ 30,927株 

2 株式会社エクセ 26,804株 

3 株式会社デジアイズ 6,185株 

4 株式会社テラオカ 2,061株 

5 株式会社共立電機製作所 1,030株 

割当先  

6 株式会社洸陽電機 1,030株 

 

②新株予約権付社債発行 

社債の名称 株式会社ノア 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間

限定同順位特約付）（以下、社債のみを「本社債」、新株予約権のみを「本新株予約権」といいます。 

新株予約権の総数 10個 

当該発行による潜在株式数 19,634株 

社債及び新株予約権の発行価額 額面100円につき106円00銭 但し、本新株予約権と引換えに金銭

の払込は要しません。 

発行価額の総額 金106,000,000円 

各社債の金額 金10,600,000円 

転換価額 金5,093円 

利率 本社債には利息は付さない 

転換請求期間 平成23年３月11日から平成27年９月９日まで 

自己新株予約権の取得の事由及び

取得の条件 

転換請求期間に当社普通株式の普通取引の終値が発行決議日の前

日の終値の150％と以上なり、かつ、当社取締役会が平成27年８

月26日までに本新株予約権の取得を決定した場合、本社債権者に

対して取得日の２週間前までに取得日を通知したうえで、当社
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は、満期償還日に、残存する本新株予約権付社債の全部（一部は

不可）を当社普通株式と引換えに取得することができる。 

募集の方法 第三者割当による 

申込期間 平成22年９月10日（金） 

払込期日 平成22年９月10日（金） 

割当先 株式会社新鮮組本部へ全額割当てる 

                       

   ③新株予約権発行 

新株予約権の名称 第5回新株予約権 

新株予約権の総数 10,000個 

目的となる株式の数 10,000株 

発行価額 １株につき61円 

割当日 平成22年９月６日（月） 

行使価額 金4,850円 

行使可能期間 平成23年３月７日から平成27年９月５日まで 

強制取得 新株予約権者は、当社株式が（ア）に定める「強制取得条件判定

期間」の間、市場価格の終値において一度で（イ）に定める「強

制取得条件判定水準」を下回った場合（ウ）に定める「強制取得

条件価格」により新株予約権者に割当られた新株予約権の残存を

すべて行使し、目的となる普通株式のすべてを買取らなければな

らない。新株予約権者が強制取得を行う場合、強制取得条件価格

の総額の払込期日は、当該強制取得を行うことが確定した日の1ヶ

月後までとする。但し、当社新株予約権者と当社が事前に同意す

る場合は、当該期日を変更することができる。 

（ア）強制取得条件判定期間 平成23年３月７日から平成27年９月

５日 

（イ）強制取得条件判定水準 行使価額に0.5を乗じた額（小数点

未満は切り上げる）とする。 

（ウ）強制取得条件価格  （イ）を算定する基となる行使価額

とする。 

割当方法 第三者割当による 

割当先 溝邉乃利雄  5,000個 

守田俊彦   5,000個 

前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

   

（２）第三者割当により発行される株式、新株予約権付社債及び新株予約権の発行の目的 

当社を取り巻く事業環境は、世界的な金融危機の長期化による信用収縮、半導体市況の悪化が継続してい

ることによる半導体製造装置市況の低迷の長期化、および、当社の主要な取引先企業が経営悪化によりライ

バル会社へ買収されたことによる当社個別事情の悪化といった厳しい状況下にあります。 

そこで、当社は、具体的な実現手段として当社の事業提携先である、日本エーエム株式会社のLED事業部門

を一部事業譲受により当社内に取込み、同社の仕入先、販売代理店、ノウハウを活用し企業価値を増大する

ことを企図し、平成22年８月２日に日本エーエム株式会社と支払対価3.7億円とする事業譲受契約を締結す

るに至りました。当社は、金融機関からの融資が厳しい状況の中、事業拡大を確実に推進し企業価値の増大

を図るため、エクイティ・ファイナンスによる早急な資金調達が必要不可欠であると判断し、平成22年8月2

日開催の当社取締役会において、第三者割当増資による資金調達を行う決議をいたしました。 

 

（３）調達する資金の額及び使途 

①調達する資金の額 
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ａ．新株式発行による調達資金の額 

     払込金額の総額      金329,979,450円 

     発行諸費用の概算額     金2,100,000円（消費税別） 

     差引手取概算額      金327,879,450円 

   ｂ．新株予約権付社債による調達資金の額 

     払込金額の総額      金106,000,000円 

     発行諸費用の概算額     金1,500,000円（消費税別） 

     差引手取概算額      金104,500,000円 

   ｃ．新株予約権による調達資金の額 

     払込金額の総額       金49,110,000円 

     発行諸費用の概算額     金1,000,000円（消費税別） 

     差引手取概算額       金48,110,000円 

    

②調達する資金の使途 

   調達した資金のうち、370,000,000円はLED事業の譲受対価の支払として、また、残額はLED事業のLED商品

仕入代金等運転資金に充当する予定であります。 
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５ その他 
（1）生産、受注及び販売の状況 

① 生産実績 

該当事項はありません。 

 

② 受注実績 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日）

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日）
比較増減 

事業部門別 
受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

受注高 

（千円） 

受注残高 

（千円） 

半導体装置 1,507,961 206,072 965,766 600 △542,195 △205,472

テクニカル（技術サービス） 526,511 85,484 233,776 33,712 △292,735 △51,772

ソフトウェア 326,206 335,487 582,992 23,521 256,786 △311,966

合計 2,306,679 627,044 1,782,535 57,833 △578,144 △569,211

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

③ 販売実績 

前事業年度 
（自 平成20年７月１日 

至 平成21年６月30日）

当事業年度 
（自 平成21年７月１日 

至 平成22年６月30日）
比較増減 

事業部門別 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

半導体装置 1,802,282 760,294 △1,041,988

テクニカル（技術サービス） 705,040 182,003 △523,037

ソフトウェア 297,951 271,026 △26,925

合計 2,805,274 1,213,323 △1,591,950

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

（2）役員の異動 

① 代表者の異動 

 該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動 

（辞任） 

 取締役管理本部長  島田 零三 （平成22年６月30日） 
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